
 



 



は じ め に 

 

 

 この消防年報は、中津市消防本部の現勢と平成３０年中の消防に関

する諸般の事項を収録し、今後の消防行政運営上の参考資料に資す

るために編さんしたものです。 

尚、統計については原則として暦年、予算関係については会計年

度とし、表中に年月を明示したものについては、その時点での現況

としています。 

 

                        令和 元年 6 月 

中津市消防本部 
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Ⅰ 地勢及び情勢



 



　中津市は、大分県の西北端に位置し、東は宇佐市、南西は玖珠郡・日田市、北西は福岡県

　面積は４９１．５３ｋ㎡で、市域の約８０％は山林原野が占め、山国川下流の平野部にま

とまった農地が開け、中津地域を中核としています。北部は狭く、南部は西方に大きく張り

出した形状を示し、西側に英彦山がそびえ地域を貫流する山国川の分水嶺となっています。

　主要交通網は、市内を東西に走っているＪＲ日豊本線があり、道路は平成２７年３月１日

に開通した東九州自動車道、国道１０号・２１３号・４９６号・５００号及び県道中津高田

線が東西に走り、また国道２１２号が中津市を起点として管内を縦断しています。

溪観測所が１,８３６．０ｍｍで、山間部は平地部に比べ降水量が多くなっています。

管内の概況

に接し、北東は周防灘に面しています。

　気候は、瀬戸内海気候区に属し、比較的温暖な地域であるが、冬は北九州方面や関門海峡

からの季節風の影響で、曇りの日が多くなっています。

　平成３０年の平均気温は１６.３℃、年間降水量は中津観測所が１,４７６.５ｍｍ、耶馬

Ｎ
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地域別の人口、世帯数、面積

男 女

中 津 地 域 33,270 戸 34,013 36,162 70,175 人 83.57%

三 光 地 域 2,195 戸 2,401 2,726 5,127 人 6.11%

本 耶 馬 渓 地 域 1,326 戸 1,302 1,450 2,752 人 3.28%

耶 馬 溪 地 域 1,720 戸 1,706 1,959 3,665 人 4.36%

山 国 地 域 1,048 戸 1,050 1,200 2,250 人 2.68%

計 39,559 戸 40,472 43,497 83,969 人 100.0%

面　積

　４９１．５３㎢

人　口

　８３，９６９人

世帯数

　３９，５５９戸

世 帯 数
人 口

　計

（平成3１年3月31日現在）

割合

区 分

地域別

中津市

耶
馬
溪
地
域

本
耶
馬
渓
地
域

山
国
地
域

三光地域

中津地域
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地域の年齢区分別人口

　　

中津地域 三光地域
本耶馬渓
地　域

耶馬溪地域 山国地域 計

14歳以下 10,179 700 235 230 148 11,492人

(割合) 14.51% 13.65% 8.54% 6.28% 6.58% 13.69%

 15歳～
　 64歳以下

40,866 2,692 1,249 1,656 951 47,414人

(割合) 58.23% 52.51% 45.39% 45.18% 42.27% 56.47%

65歳以上 19,130 1,735 1,268 1,779 1,151 25,063人

(割合) 27.26% 33.84% 46.08% 48.54% 51.16% 29.85%

人　口 70,175人 5,127人 2,752人 3,665人 2,250人 83,969人

(割合) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

年齢区分別割合

     （平成31年3月31日現在）

地域別

区 分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

山国地域

耶馬溪地域

本耶馬渓地域

三光地域

中津地域

13.69%

6.58%

6.28%

8.54%

13.65%

14.51%

56.47%

42.27%

45.18%

45.39%

52.51%

58.23%

29.85%

51.16%

48.54%

46.08%

33.84%

27.26%

14歳以下

15歳～64歳

65歳以上
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沿　　　革

  中津市夜間常備消防部発足実動（普通ポンプ車…1台、部員…11人）

　大暴風雨により北門橋、小祝橋流失

　風水害により米山新開堤防決壊

  中津市常備消防部発足実動（普通ポンプ車…1台、部員…18人）

　耶馬溪羅漢寺本堂火災

　大豪雨による被害

（山国川が大洪水となるなど、旧市内全般家屋浸水など被害を受け、小祝橋再流失）

　キジア台風襲来

（市内海岸沿い地域の堤防決壊、田畑の冠水など甚大な被害を及ぼす。罹災者約3,600名）

　ルース台風襲来

（海岸堤防19ヵ所決壊、冠水田畑、流失田畑、計1,263町歩被害を及ぼす。罹災者9,396名。）

  中津市消防本部・消防署発足（普通ポンプ車…2台、職員…18人）

　中津市豪雨水害

（市内河川が全て氾濫し出水、道路や橋梁、堤防、各地に被害が発生、罹災者6604名）

　台風12号襲来（海岸堤防11ヵ所決壊、住宅被害396戸、罹災者1,946人）

　台風12号襲来

（台風襲来の余波により市内永添地区で火災発生、住宅及び納屋など計17棟が全焼）

　中津市消防本部新庁舎落成

　日ノ出町火災（11棟焼損）

　和田区田尻の大火（住宅30棟全半焼）

  救急業務実動開始

　緑ヶ丘中学校火災（本館木造瓦葺二階建て一棟全焼）

昭和44年 4月   隣接の豊前市・吉富町・新吉富町・大平村と応援協定を締結

昭和48年 7月   隣接の三光村と応援協定を締結

  中津市と下毛郡内3町1村との広域消防発足

  中津下毛広域消防本部・消防署 耶馬溪出張所開設実働

 （水槽付消防ポンプ自動車1台、普通ポンプ車1台、救急車1台、広報車1台、職員数20名）

　大分県常備消防相互応援協定締結

7月31日   中津下毛広域消防本部・消防署新庁舎竣工

                   8月 2日   旧庁舎より新庁舎に移転実動開始

昭和52年11月   本署スノーケル車配備

　新博多町の大火災（新博多町２丁目商店街火災）

　（商店9店舗、無人住宅1棟の計1,500㎡が全焼）

昭和25年 9月13日

昭和26年10月14日

昭和27年 4月

昭和28年 6月24日

昭和12年 4月

昭和16年10月

昭和17年 9月

昭和18年 4月

11月

昭和19年 9月

昭和28年 9月13日

昭和31年 9月 9日

昭和32年12月 5日

昭和33年 2月27日

昭和40年 3月12日

昭和54年11月 2日

昭和43年 6月

11月20日

昭和49年 7月

昭和50年 4月 1日

昭和51年 3月31日
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  本署指揮車更新

8月30日 　耶馬溪町集中豪雨

（耶馬溪町が105ミリの記録的集中豪雨により、総額1億3千6百万円の被害）

昭和56年 3月   中津下毛広域消防本部・消防署の敷地取得（5,527.73㎡）

4月   中津下毛広域消防本部・耶馬溪出張所の敷地取得（999.87㎡）

昭和57年 2月   本署救急1号車（日本損害保険協会より寄贈）

昭和58年 3月   耶馬溪出張所広報車更新

昭和59年 2月   本署消防1号車（水槽付消防ポンプ自動車）更新

8月   中津下毛広域消防本部・消防署の敷地拡張分取得（938.00㎡）

12月   中津下毛広域消防本部・消防署の敷地拡張分取得（307.00㎡）

　富士紡績(株)中津工場全焼

11月   出張所消防1号車（水槽付消防ポンプ自動車）更新

 　　　　　11月   火の用心号（日本防火協会より寄贈）

  出張所救急車更新

昭和62年 3月   人員搬送車（国際ソロプチミスト中津より寄贈）

  消防緊急情報システム設置

  訓練塔新設・竣工

  本署救助工作車配備

2月   桧原山無線中継局開設

3月   本署救急車（日本損害保険協会より寄贈）

12月   出張所消防2号車（ポンプ車）更新

平成元年 2月   本署化学車更新

3月   本署車庫及び屋内訓練場増築

5月   山国無線中継局開設

12月   本署消防3号車（ポンプ車）更新

平成 2年 2月   救急車寄贈（日本消防協会）

平成 3年 3月   本署事務連絡車配備

3月   中津下毛広域消防本部・消防署の敷地取得（515.00㎡）

12月   本署消防2号車（ポンプ車）更新

                12月 3日 　三光タイヤ火災（三光上秣にて古タイヤ6万本が燃える、翌年3月11日鎮火）

平成 4年 4月   中津下毛広域消防本部・耶馬溪出張所の敷地取得（1,455.00㎡）

8月   本部指揮車更新

9月   出張所救急車更新

昭和55年 6月

昭和60年 4月28日

昭和61年 8月

昭和63年 2月
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  本署梯子車配備（35m）

  耶馬溪出張所車庫増築（264.07㎡）

  出張所広報救急車更新

  本部・署機構改革　本部2係、署5係を置く

  本署救急車更新

  本署消防1号車更新（水槽付消防ポンプ自動車） 

  本部査察車更新（日本消防協会より寄贈）

　大分県防災ヘリコプター応援協定締結

  本署高規格救急車配備

  本署高規格救急車運用開始

  本署通信指令室増築（175.16㎡）

  本署新通信指令室完成（運用開始）

  出張所消防2号車（ポンプ車）更新（日本損害保険協会より寄贈）

  本部査察車更新

  本署人員資器材搬送車配備

  本部・本署・耶馬溪出張所機構改革

（本部3係、本署5係、耶馬溪出張所を分署と改称し、3係を置く）

  分署高規格救急車配備

  分署消防1号車更新（水槽付消防ポンプ自動車）

  本署救急車（2Ｂ)更新

  広域市町村圏事務組合解散

  中津市消防本部・消防署発足（市町村合併にともない一部事務体制の変更）

　大分海上保安部と中津市消防本部との船舶火災に関する業務協定締結

  本署救助工作車Ⅱ型更新

　大分県内におけるドクターヘリの運航に係る協定締結

　福岡県田川地区消防組合、中津市消防相互応援協定締結

　緊急消防援助隊九州ブロック合同訓練（中津市開催）

  本署高規格救急車更新

  本部・本署機構改革　3課12係を置く

　中津市、上毛町消防相互応援協定締結

　中津市、吉富町消防相互応援協定締結

　京築広域市町村圏事務組合、中津市消防相互応援協定締結

　山国町小屋川地区の山林火災 （10.1ha焼損）

7月 1日

平成21年 4月21日

平成19年12月 1日

10月12・13日

平成20年 2月28日

4月 1日

平成20年 6月10日

7月 1日

7月 6日

11月

平成13年 1月

平成14年 1月

4月 1日

11月

平成16年 2月

3月

平成17年 2月28日

3月 1日

3月 1日

平成18年 3月

平成12年 3月23日

平成 6年 2月

2月

8月

平成 7年 9月

9月

平成 8年12月

平成 9年 3月

6月 1日

平成10年 2月

4月

平成11年 1月
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  本署消防2号車（ポンプ車）更新

  分署救急車更新（高規格救急車）

  本署指揮車更新

  本署化学車更新（災害対応特殊化学ポンプ自動車Ⅱ型）

　東日本大震災被災地へ緊急消防援助隊職員派遣（救助隊1隊・5名）

　新博多町の建物火災（店舗、住宅　計5棟全半焼）

　本署消防3号車（ポンプ車ＣＤ‐Ⅰ）更新

　大分県常備消防相互応援協定締結

　山国町守実建物火災（店舗、住宅 計13棟を焼損）

　九州北部豪雨

 （行方不明者1名、全壊10戸、大規模半壊5戸、半壊66戸、床上浸水304戸、床下浸水92戸）

　資機材搬送車（総務省消防庁より無償貸与）

　職員条例定数の改正（100名体制から120名体制へ）

  本署消防1号車更新（水槽付消防ポンプ自動車Ⅱ型） 

　分署消防2号車更新（ポンプ車）

　東部出張所の敷地取得（4,862㎡）

　分署 広報車更新

　本署救急2号車更新（高規格救急車）

　消防救急デジタル無線運用開始

  東部出張所救急1号車購入（高規格救急車）

　高速自動車道等における消防相互応援協定締結（大分県下10消防本部）

　消防署東部出張所竣工式

　高機能消防指令システム運用開始式

　消防署東部出張所開設（運用開始）

　高機能消防指令システム（運用開始）

　本部 査察2号車購入（軽自動車）

　本部 査察1号車更新（軽自動車）

　本署 はしご車更新（先端屈折式３５mはしご付消防自動車）　12月７日（運用開始）

  東部出張所太陽光発電設備等設置　　太陽光発電システム　 　10.6ｋｗh
　　　　　　　　　　　　　　　　　　リチウムイオン蓄電池　 19.2ｋｗh

　熊本地震被災地へ緊急消防援助隊職員派遣　（支援隊１隊・２名、救急隊１隊・３名）

　耶馬溪分署駐車場拡張整備（681㎡）

　(株)エンルートよりドローン（Zion PG560）一式寄贈10月31日

4月 1日

3月22日

3月22日

5月27日

9月26日

11月20日

平成26年 3月 3日

平成27年 2月 6日

9月 9日

10月30日

11月10日

3月 1日

3月 9日

4月16日

4月28日

3月 9日

3月10日

3月10日

平成28年 3月24日

8月26日

平成22年 2月 5日

3月30日

平成23年 2月25日

3月14日

8月27日

平成24年 1月31日

4月23日

７月3日・14日

平成25年 2月 6日

3月30日
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  東部出張所救助対応型水槽付ポンプ自動車購入　　　3月11日（運用開始）

　九州北部豪雨　緊急消防援助隊受援
　　　　　　　　（北九州市消防局　指揮支援隊、宮崎県隊　現地被害調査）

  本署救急1号車更新（高規格救急車）  10月2日（運用開始）

  本署多目的車更新

　中津市耶馬溪町金吉地区山地崩壊災害　（住家4戸全壊、死者6名）
　　緊急消防援助隊受援（福岡県隊、熊本県隊、北九州市消防局）

  平成30年7月豪雨被災地（広島県）へ緊急消防援助隊職員派遣
                                   （消火隊、支援隊延べ11名）

  分署救急車更新（高規格救急車）　10月28日（運用開始）

　本署人員搬送車更新平成31年 2月28日

平成29年 2月28日

7月5日・6日

9月29日

12月 1日

平成30年10月26日

平成30年 4月11日
～23日

平成30年 7月25日
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歴 代 氏 名

初 代 山 本 貞 夫 自  S５０.　４.　１  至 S５１.　３.３１

二 代 森 山 晴 美 S５１.　４.　１ S５４.　３.３１

三 代 松 室 伊 平 S５４.　４.　１ S６０.　３.３１

四 代 大 谷 武 美 S６０.　４.　１ S６２.　３.３１

五 代 和 田 博 邦 S６２.　４.　１ H　元.　３.３１

六 代 笹 原 政 信 H　元.　４.　１ H　３.　３.３１

七 代 上 山 重 信 H　３.　４.　１ H　３.１２.３１

八 代 田 中 日 出 賜 H　４.　１.　１ H　８.　３.３１

九 代 友 田 勝 海 H　８.　４.　１ H１０.　３.３１

十 代 園 憲 一 H１０.　４.　１ H１６.　３.３１

十 一 代 松 本 洋 一 H１６.　４.　１ H１９.　３.３１

十 二 代 土 田 憲 一 H１９.　４.　１ H２２.　３.３１

十 三 代 松 垣 成 H２２.　４.　１ H２４.　３.３１

十 四 代 髙 倉 正 博 H２４.　４.　１ H２６.　３.３１

十 五 代 相 良 卓 紀 H２６.　４.　１ H２７.　３.１１

十 六 代 上 原 茂 秀 H２７.　３.１２ H２９.　３.３１

十 七 代 矢 野 朝 仁 H２９.　４.　１ H３１.　３.３１

十 八 代 磯 野 宏 実 H３１.　４.　１ 現 在 に 至 る

在 職 期 間

歴 代 消 防 長
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Ⅱ 中津市の消防体制



 



消防機関の所在地

〒 所　在　地 電話番号 FAX番号

871-0027 中津市大字上宮永364番地 0979-22-0001 0979-22-4805

871-0027 中津市大字上宮永364番地 0979-22-0001 0979-22-0134

耶 馬 溪 分 署 871-0431 中津市耶馬溪町大字大島2216番地1 0979-54-2100 0979-54-2783

東 部 出 張 所 871-0223 中津市三光下秣1262番地 0979-26-9222 0979-26-9223

中 津 市 消 防 署

中津市大字上宮永364番地

中津市大字上宮永364番地

（総務係）
　0979-22-9830
（消防団係）
　0979-22-4800

0979-22-4805

（予防係）
　0979-22-9831
（危険物係）
　0979-22-9832

0979-22-0134

871-0027

871-0027

消 防 課

（ 予 防 係 ）

（ 危 険 物 係 ）

（施設整備係）

名　　称

中津市消防本部

総 務 課

（ 総 務 係 ）

（ 消 防 団 係 ）
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※再任用職員の内１名は消防課に所属するが、短時間勤務のため、職員数には含まない。

9名 7名

1名 1名

7名8名

救

急

係

1名 15名

消防本部組織構成図
（平成31年4月1日現在）

1名

6名

消防本部

10名

8名 7名

消防本部

2名

1名
総務課

付

2名

初任科

14名 15名

1名

警

防

係

救

助

指

導

係

救

急

係

6名2名 2名

総務課長
1名

総

務

係

消

防

団

係

航空隊

本部付

消防本部

消防課長

危

険

物

係

予

防

係

施

設

整

備

係

警

防

係

4名

3名

1名

市　長

警

防

係

24名

1名

消防本部

次　　長

118名

1名

副市長

消 防 長

消 防 署

署　　長

救

助

指

導

係

救

急

係

出張所長

通

信

指

令

室

救

助

指

導

係

副署長 分署長

1名

117名

100名

75名 24名
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1 文書の収受、編さん及び保存並びに公印の管守に関すること。

2 規則等の制定及び改廃に関すること。

3 消防吏員の階級、服務及び規律等人事に関すること。

4 消防吏員の賞じゅつ金に関すること。

5 常備消防予算の執行及び会計事務に関すること。

6 消防職員の給与等に関すること。

7 消防職員の衛生管理に関すること。

8 消防吏員の給与品及び貸与品に関すること。

9 出張等に関すること。

10 消防庁舎及び備品の管理に関すること。

11 消防表彰に関すること。

12 消防職員委員会に関すること。

13 消防の総合的企画及び調整に関すること。

14 本部に属する公文書の公開並びに個人情報の開示、訂正及び利用停止等

に関すること。

15 他の主管に属さないこと。

1 非常備消防予算の執行及び会計事務に関すること。

2 非常備消防施設及び装備に関すること。

3 消防団員の任免及び懲罰に関すること。

4 消防団員の福利厚生に関すること。

5 消防団員の公務災害補償に関すること。

6 消防団員の退職報償金に関すること。

7 全国消防協会等に関すること。

8 消防水利に関すること。

9 その他消防団に関すること。

事 務 分 掌

総

務

係

消

防

団

係

【 本部・総務課 】
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1 予防査察に関すること。

2 防火管理に関すること。

3 建築等の消防同意に関すること。

4 消防用設備等の指導及び検査に関すること。

5 防火対象物定期点検報告制度に関すること。

6 中津市火災予防条例（平成16年中津市条例第42号）に関すること（危険

物及び警防に関するものを除く。）。

7 防火対象物における火災原因調査に関すること。

8 その他火災予防に関すること。

1 予防査察に関すること。

2 危険物の規制に関すること。

3 液化石油ガス等の届出に関すること。

4 少量危険物及び指定可燃物に関すること。

5 中津市危険物安全協会に関すること。

6 中津市火災予防条例に関すること（危険物に関するものに限る。）。

7 火薬類の消費等の許可に関すること。

8 ガス用品の適合表示に関すること。

9 危険物施設における火災原因調査に関すること。

10 その他危険物に関すること。

1 消防年報の編さんに関すること。

2 防火思想の普及及び広報に関すること。

3 消防通信の企画に関すること。

4 開発行為の協議に関すること。

5 消防施設及び機械器具の整備及び管理に関すること。

6 その他施設整備に関すること。

予

防

係

危

険

物

係

施

設

整

備

係

【本部・消防課】
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1 水火災等の警戒防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急及び救助業務に関すること。

3 火災統計に関すること。

3 消防署内事務の連絡調整に関すること。

4 消防署職員の勤務編成に関すること。

5 消防署の公印の管守に関すること。

6 警防調査に関すること。

7 火災原因及び損害の調査に関すること。

8 り災証明に関すること。

9 中津市火災予防条例（平成16年中津市条例第42号）に関すること（警防

に関するものに限る。）。

10 相互応援に関すること。

11 消防地理及び水利に関すること。

12 消防通信に関すること。

13 警防に関する届出及び文書の収受、編さん並びに保存に関すること。

14 その他警防に関すること。

1 水火災等の警戒防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急及び救助業務に関すること。

3 救助統計に関すること。

4 消防署職員の教養訓練に関すること。

5 非常備消防、自主防災組織等の育成指導等に関すること。

6 演習、消防訓練の指導及び防火教育に関すること。

7 救助及び潜水訓練の安全管理に関すること。

8 救命索発射銃の保安管理に関すること。

9 消防機器及び救助資器材の管理及び研究に関すること。

10 救助指導に関する届出及び文書の収受、編さん並びに保存に関すること。

11 消防通信に関すること。

12 その他、救助指導に関すること。

救

助

指

導

係

警

防

係

【消防署（本署）】

2-5



1 水火災等の警戒防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急及び救助業務に関すること。

3 救急統計に関すること。

4 救命講習に関すること。

5 救急搬送証明に関すること。

6 救急業務高度化推進計画及び運用に関すること。

7 救急資器材の管理及び研究開発に関すること。

8 救急に関する届出及び文書の収受、編さん並びに保存に関すること。

9 消防通信に関すること。

10 その他救急に関すること。

1 水火災等の警戒防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急及び救助業務に関すること。

3 災害出動指令に関すること。

4 災害情報の収集及び伝達に関すること。

5 消防通信の運用及び管理に関すること。

6 通信指令室及び装備の管理に関すること。

7 災害時における関係機関への連絡に関すること。

8 非番員の招集に関すること。

9 気象特報水火災警報等に関すること。

10 気象観測に関すること。

11 消防通信に関する届出及び文書の収受、編さん並びに保存に関すること。

12 その他消防通信に関すること。

通

信

指

令

室

救

急

係

【消防署（本署）】
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1 水火災等の警戒防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急及び救助業務に関すること。

3 火災原因及び損害の調査に関すること。

4 火災統計に関すること。

5 所属署所内事務連絡及び署所間事務の連絡調整に関すること。

6 職員の勤務の編成に関すること。

7 警防調査に関すること。

8 消防地理及び水利に関すること。

9 消防思想の普及及び広報に関すること。

10 庁舎及び施設の管理に関すること。

11 警防に関する届出及び文書の収受、編さん並びに保存に関すること。

12 その他警防に関すること。

1 水火災等の警戒防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急及び救助業務に関すること。

3 火災調査に関すること。

4 救助統計に関すること。

5 職員の教養訓練に関すること。

6 非常備消防、自主防災組織等の育成指導に関すること。

7 演習、消防訓練の安全管理に関すること。

8 救助及び潜水訓練の安全管理に関すること。

9 消防機器及び救助資器材の管理及び研究に関すること。

10 救助指導に関する届出及び文書の収受、編さん並びに保存に関すること。

11 その他、救助指導に関すること。

1 水火災等の警戒防ぎょ及び鎮圧に関すること。

2 救急及び救助業務に関すること。

3 火災調査に関すること。

4 救急統計に関すること。

5 救命講習に関すること。

6 救急業務高度化推進計画及び運用に関すること。

7 救急資器材の管理及び研究に関すること。

8 救急に関する届出及び文書の収受、編さん並びに保存に関すること。

9 その他救急業務に関すること。

救
助
指
導
係

救
急
係

警
防
係

【消防署（耶馬溪分署・東部出張所）】
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分

署

長

消

防

署

長

消

防

長

本　署
当直小隊長

本署
非番小隊長

（

非

番

）

（

当

直

）

（

当

直

）

（

非

番

）

第3分隊　（広報車）

本

部

次

長

出動区分表

副

署

長

第4分隊

第1分隊　（タンク車）

第2分隊　（ポンプ車）

第3分隊　（工作車）

（梯子車）
　　又は
（資機材搬送車）

救急隊 　（救急車）

第5分隊　（人員搬送車）

（第２出動）

日勤救急隊（救急車）

第1分隊　（タンク車）

第2分隊　（ポンプ車）

救急隊　 （救急車）

出

張

所

長

第6分隊　（多目的車）

救急隊 　（救急車）

救急隊　 （救急車）

第3分隊

（ポンプ車）
　　又は
（化学車）

（第２出動）

（第２出動）

（平成31年4月1日現在）

（第１出動）

（第１出動）

（化学車）
　　又は
（ポンプ車）

第4分隊 （連絡車）

（

当

直

）

（

非

番

）

出張所
非番小隊長

（タンク車）
　　又は
（化学車）

第1分隊

分　署
非番小隊長

出張所
当直小隊長

分　署
当直小隊長

（第１出動）

第2分隊
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所属 車両種別 車 名 排気量 車両総重量
ポンプ
級別

水槽容量 配置年月

　査察車 ダイハツ 650cc 1,180kg — — H27.10

　査察車 〃 〃 1,140kg — — H27. 9

　団本部指令車 トヨタ 1,990cc 1,445kg — — H17. 3

　事務連絡車 日　産 1,490cc 1,490kg — — H16.11

　水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型） 日　野 6,400cc 11,080kg A-2 2,500ℓ H25. 3

　消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ） 〃 4,000cc 5,995kg A-2 — H21. 9

　指揮車 トヨタ 2,690cc 3,070㎏ — — H22. 3

　救助工作車（Ⅱ型） 日　野 6,400cc 10,470kg — — H18. 4

　梯子付消防自動車（35ｍ） 日　野 17,230cc 19,330kg — — H27.11

　資機材搬送車 三　菱 2,990cc 7,565kg — — H25. 2

　多目的車 日　産 2,480cc 2,395㎏ — — H29.12

　人員搬送車 日  産 1,990cc 2,280㎏ — — H31. 2

　高規格救急自動車 トヨタ 2,690cc 3,255㎏ — — H29. 9

　高規格救急自動車 〃 2,690cc 3,225㎏ — — H25.11

　高規格救急自動車（予備車） 〃 2,690cc 3,215㎏ — — H20. 3

　水槽付消防ポンプ自動車（Ⅰ-A） 日　野 7,960cc 10,210kg A-2 1,500ℓ H16. 2

　消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ） 〃 4,000cc 5,985kg A-2 — H25. 3

　広報車 日　産 2,480cc 3,240kg — — H25. 9

　高規格救急自動車 トヨタ 2,690cc 3,245kg — — H30.10

　高規格救急自動車 〃 2,691cc 3,196kg — — H22. 3

　水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型） 日　野 8,860cc 15,060kg A-2 3,500ℓ H29．3

　化学消防ポンプ自動車（Ⅱ型） 日　野 6,400cc 10,895kg A-2 1,500ℓ H23. 2

　消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ） 〃 4,000cc 5,995kg A-2 — H24. 2

　高規格救急自動車 トヨタ 2,690cc 3,225㎏ — — H27. 3

　連絡車 マツダ 2,450cc 2,180kg — — H13. 7

車両の配置状況一覧表

本
 
部

本
　
　
　
署

耶
馬
溪
分
署

東
部
出
張
所

 （平成31年4月1日現在）
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本　署 分　署 出張所 合計

65ｍｍ 99 62 73 234

50ｍｍ 105 73 55 233

40ｍｍ 50 18 11 79

4 23 8 35

30 20 60 110

100 245 345

1 5 6

1 1 2

1 1

2 2

1 1 2 4

2 2 1 5

1 1

7 9 10 26

1 1

1 1 2

1 1

1 1

1 1

2 1 2 5

2 2

1 1

2 2

1 1

1 1

2 2

2 1 1 4

1 1 2

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1 1 3

1 1

1 1

2 2

2 2

切
断
用
器
具

重
量
物
排
除
用
器
具

破
壊
器
具

バッテリー式救助用破壊器具

主要機械器具の配置状況

消
火
用
器
具

一
般
救
助
用
器
具

マット型空気ジャッキセット

油 圧 コ ン ビ ツ ー ル

油 圧 ス プ レ ッ ダ ー

高 揚 程 エ ア ー ジ ャ ッ キ

重 量 物 排 除 器 具 セ ッ ト

空 気 式 救 助 マ ッ ト

消防ホース

ジ ェ ッ ト シ ュ ー タ ー

ク ラ ス Ｂ 消 火 剤 （ ℓ ）

（平成31年4月1日現在）

電 動 油 圧 ス プ レ ッ ダ ー

手動式油圧コンビツール

品　　　　目

隊 員 降 下 用 縛 帯

空 気 鋸

ロ ー ル グ リ ス

救 助 用 支 柱 器 具

油 圧 カ ッ タ ー

電 動 油 圧 カ ッ タ ー

電 動 油 圧 ペ ダ ル カ ッ タ ー

電 動 カ ッ タ ー

酸 素 溶 断 器

チ ェ ー ン ・ ソ ー

エ ン ジ ン カ ッ タ ー

発 泡 ノ ズ ル

ク ラ ス Ａ 消 火 剤 （ ℓ ）

可 搬 ポ ン プ

小型動力ポンプ（山林用）

救 命 索 発 射 銃

削 岩 機

携帯用コンクリート破壊器具

か ぎ 付 は し ご

二 連 は し ご

三 連 は し ご

ラ ム シ リ ン ダ ー

可 搬 式 ウ イ ン チ

ハ ン マ ー ド リ ル
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本　署 分　署 出張所 合計

13 6 5 24

2 2

1 1

2 1 3

10 3 13

12 4 16

13 8 5 26

55 25 24 104

2 1 3

高度 1 1

27 8 11 46

57 15 22 94

2 2 4

2 2

1 1

2 2

4 4

7 7

17 7 6 30

16 6 11 33

5 5

4 4

プロテックＦ型 10 10

ＰＥコート 10 10

1 1

3 3

15 15

2 2

1 1

1 1

2 1 1 4

3 1 1 5

1 1

1 1

6 2 3 11

5 1 3 9

27 9 10 46

品　　　　目

バーチカルストレッチャー

化学防護服

送 排 風 機

画 像 探 査 機 （ プ ロ ア イ ）

携 帯 水 中 ラ イ ト

ウ ェ ッ ト ス ー ツ

ド ラ イ ス ー ツ

船 外 機

救 命 ボ ー ト

バ ス ケ ッ ト 担 架

投 光 器

発 電 機

隊
員
保
護
器
具

エックス線・ガンマ線空間線量計

水
難
救
助
器
具

マルチ測定器（ 4種類）

可 燃 性 ガ ス 測 定 器

潜 水 用 ボ ン ベ

潜 水 器 具 一 式

救 命 浮 環

救 命 胴 衣

酸 素 呼 吸 器

検
知
・
測
定
用
器
具

呼
吸
保
護
用
器
具 送 風 機

絶 縁 手 袋

搬送用
器具

ス ケ ッ ド ス ト レ ッ チ ャ ー

その他
器具

空 気 呼 吸 器

空 気 ボ ン ベ

耐 熱 服

耐 電 衣

耐 電 手 袋

携 帯 警 報 器

全 面 マ ス ク

陽 圧 式 化 学 防 護 服

個 人 線 量 計

表 面 汚 染 検 査 計

有 毒 ガ ス 測 定 セ ッ ト

ガンマ線・エックス線用線量率計

携 帯 ラ イ ト
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消火栓

防火水槽

消防水利の調査状況

消防水利の現有状況

54 131

　　　　　　　　　　　地区

別

  区分

耶馬溪
地　域

山国地域 合　計中津地域 三光地域
本耶馬渓
地　域

1,026 19

2 32

1,045

110 109 101 110 65

（平成30年度中）

（平成31年4月1日現在）

東部出張所  合計（回）

495

18 5 3 4その他の水利（プール）

消火栓・防火水槽

本　署

51

耶馬溪分署

26
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消防団の組織

第４方面団副団長

第４方面団長
(耶馬溪地域)

１５箇分団

第４方面団副団長

市  長 消防団長

第１方面団副団長

第１方面団長
(中津地域)

１３箇分団

第１方面団副団長

第２方面団副団長

第２方面団長
(三光地域)

１４箇分団

第２方面団副団長

　中津市消防団は、平成１７年３月の１市３町１村の合併により、方面団制を導入し、

現在５方面団、７２分団、１，３１５人（条例定数　１，４８１人）の団員で組織さ

れ、消防ポンプ自動車１３台、小型動力ポンプ付積載車６０台を配備し、地域の安心

（平成31年4月1日現在）

・安全を確保するため、地域の防災の要として活動しています。また、少子高齢化に

加え、団員のサラリーマン化などにより不足する昼間の消防力を補うため、平成２６

年４月１日から機能別消防団員制度を導入し、現員のうち２６１人（女性消防団員２

６人を含む）が機能別消防団員として活動しています。

中津市消防団組織図

第５方面団副団長

第５方面団長
(山国地域)

１５箇分団

第５方面団副団長

第３方面団副団長

第３方面団長
(本耶馬渓地域)

１５箇分団

第３方面団副団長
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団長 方面団長
方面団
副団長

分団長 副分団長 部長 班長 団員
機能別
団員

計

本 部 1 30 31

20

(9)

20

(6)

18

(3)

20

(5)

20

(5)

98

(28)

※　カッコ内の数字は、専任指導員の数を示し、内数として記載。

20歳以下 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳 51～55歳 56歳以上 計

本 部 6 8 5 2 1 2 7 31

第１方面団
（中津地域） 7 11 19 35 45 65 45 45 54 326

第２方面団
（三光地域） 1 2 16 28 41 41 37 49 88 303

第３方面団
（本耶馬渓地域） 7 10 13 22 24 21 30 72 199

第４方面団
（耶馬溪地域） 1 4 10 21 31 25 29 29 63 213

第５方面団
（山国地域） 4 13 21 23 29 18 24 111 243

計 9 28 74 126 167 186 151 179 395 1,315

15 45 80

15

14

15

方面団別消防団員実員状況

方面団別及び年齢別消防団員数

2

2

2

303

199

213

243

48

35

35

77

1

1

14

15

15

15

（平成31年4月1日現在）

（平成31年4月1日現在）

45 68

42 162

45 68

72 216 580 261 1,315計 1 5 72

第２方面団
（三光地域）

第３方面団
（本耶馬渓地域）

第４方面団
（耶馬溪地域）

第５方面団
（山国地域）

1

1

2

10

第１方面団
（中津地域） 1 2 13 13 39 202 36 326
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　　　  区分

  方面団名

第１方面団
（中津地域）

第２方面団
（三光地域）

(1) (1)

第３方面団
（本耶馬渓地域）

(1) (1)

第４方面団
（耶馬溪地域）

第５方面団
（山国地域）

(1) (1)

計 (3) (3)

※ カッコ内の数字は、各支所の職員で組織する消防班の車両台数を示し、消防団配置の数に含まない。

平成31年3月13日 中津市消防団第1方面団第10分団新車両（右）引渡式

（平成31年4月1日現在）

消防団車両の配置状況

13

消防ポンプ
自動車

5913

小型動力ポンプ付
積載車

計

14

15

15

72

15

13

14

15

15

15
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消防団の通信機器配備状況

団本部

第１方面団
（中津地域）

第２方面団
（三光地域）

(1) (1) (3)

第３方面団
（本耶馬渓地域）

(2) (2) (6)

第４方面団
（耶馬溪地域）

第５方面団
（山国地域）

(1) (1) (3)

計 (4) (4) (12)

※ カッコ内の数字は、各支所の職員で組織する消防班に配備の無線機の数を示し、消防団配備の数に

　　含まない。

消防団の主要な機械器具配置状況

団本部

第１方面団
（中津地域）

第２方面団
（三光地域）

第３方面団
（本耶馬渓地域）

第４方面団
（耶馬溪地域）

第５方面団
（山国地域）

計

簡易トラン
シーバー携帯無線機 携帯型受令機

消防無線（デジタル）

3 4 13

（平成31年4月1日現在）

1 2 2

13

車載型

IP無線機（双方向）

3 4 14

3 4 15

14

15

（平成31年4月1日現在）

3 4

3 4

16 2272

15

15

15

15

74

45

45

216

救命胴衣
ジェット

シューター

5

チェーンソー 発電機

16 64

129 15 60

623 73 2812

42

39

45

127 15 75

1

107 13 13

121 14 691

134
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Ⅲ 総 務



 



一般会計予算と消防費（当初予算（歳出））

割合

2.84%

消防費予算（当初予算（歳出））

39,011 29,730 84,184 13,777

39,559 30,228 83,969 14,241

1,195,773

（単位：千円）

1,159,814

941,388

歳　　出　　合　　計

平成30年度款

常 備 消 防 費

平成31年度

291,702

904,071

項

平成30年度 1,159,814,000

非常備消防費 218,426

人 口
（人）

１人あたり
（円）

消 防 費

平成31年度 1,195,773,000

（世帯数、人口は各年度の４月１日現在の数）

消防費予算額と世帯、人口当たりの額（当初予算（歳出））

費用　
予　算　額
（円）

世帯数
（戸）

１世帯あたり
（円）

　年度

（単位：千円）

一般会計予算との割合

一般会計予算 消防費

42,047,602 1,195,773
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職員の年齢構成

消
防
監

司
令
長

司
 
令

司
令
補

士
 
長

副
士
長

消
防
士

50歳以上 1 4 5 3 1 (2)

45～50歳未満 14

40～45歳未満 16

35～40歳未満 1 10 2

30～35歳未満 9 10

25～30歳未満 19 5

20～25歳未満 16

18～20歳未満 2

計 1 4 5 34 19 31 23 1 (2)

※ 再任用職員の内、１名は短時間勤務であるため、職員数及び平均年齢には含まない。

職員の勤続年数

消
防
監

司
令
長

司
 
令

司
令
補

士
 
長

副
士
長

消
防
士

30年以上 3 5 8

25～30年未満 16

20～25年未満 7 1

15～20年未満 7

12～15年未満 8 10

9 ～12年未満 3 12

6 ～ 9年未満 9 4

3 ～ 6年未満 1 15

3年未満 1 3 4 1 (2)

計 1 4 5 34 19 31 23 1 (2)

※ 再任用職員の内、１名は短時間勤務であるため、職員数及び平均年齢には含まない。

15.3%

13.6%

14

118

9

118

13.6%

6.8%

5.9%

7.6%

100%

13.6%

計

12.7%

11.0%

13.6%

比
較

（％）

16.1%

20.3%

13.6%

1.7%

24

16

 （平成31年4月1日現在）

 （平成31年4月1日現在）

比
較

（％）

11.9%

11.9%

11.0%

100%

16

2

全職員の平均年齢　35.75歳

計

16

16

8

再
任
用

職
　
員

再
任
用

職
　
員

7

18

15

13

14

16

13

19

階級

年数

階級

年齢
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職員の配置状況

消

防

監

司

令

長

司

令

司

令

補

士

長

副

士

長

消

防

士

再
任
用
職
員

消 防 本 部 1 3 8 2 1 3 (1) 18

消防署 (本署 ) 1 3 11 9 15 12 1 52

消防署 (分署 ) 1 8 3 7 5 24

消防署 (出張所) 1 7 5 8 3 24

計 1 4 5 34 19 31 23 1 118

※ 再任用職員２名の内１名は、短時間勤務のため、職員数には含まない。

計

（平成31年4月1日現在）

階級別

区分
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職員の各種資格免許取得状況

消
防
監

司
令
長

司
 
令

司
令
補

士
 
長

副
士
長

消
防
士

事
務
職
員

計

1 4 5 34 21 31 23 119

3 5 27 21 28 11 95

11ｔ未満 1 1 2

8ｔ限定 1 1 6 8

7.5ｔ未満 1 1 2

5ｔ限定 1 9 10

2 2

2 2 13 15 6 6 44

3 13 8 4 3 31

1 1

3 2 1 6

7 7

11 12 25 8 56

3 5 31 20 29 11 99

4 5 32 21 31 20 113

1 5 6

2 2

10 8 1 2 21

1 1

1 1 2

1 3 1 5

1 2 15 10 9 5 42

2 1 17 8 6 2 36

1 3 17 12 11 3 47

1 16 11 10 3 41

3 5 28 13 7 56

4 5 3 12

2 1 15 6 24

1 3 24 18 24 6 76

2 3 19 9 4 37

2 4 15 3 2 1 27

1 2 3 6

1 1 6 7 2 1 18

1 3 2 1 7

免

許

梯 子 科

玉 掛 け

特 殊 無 線 技 師

巻 き 上 げ

危 険 物 取 扱 者 免 許 乙 種

消 防 設 備 士 甲 種

危

険

物 危 険 物 取 扱 者 免 許 丙 種

救 急 救 命 士

自 動 二 輪

応 急 手 当 指 導 員

専

門

員

消　防　用　設　備　等　専　門　員

防 火 査 察 専 門 員

危 険 物 専 門 員

小 型 船 舶 操 縦 士

潜 水 士

入

校

救 急 Ⅰ 課 程

救 急 標 準 課 程

救 急 科

酸 素 欠 乏 危 険 作 業 主 任

救 助 科

消 防 設 備 士 乙 種

（平成31年4月1日現在）

大　型　自　動　車

中　型
自動車

小 型 移 動 ク レ ー ン

ア マ チ ュ ア 無 線 技 師

救 急 Ⅱ 課 程

実   数

　
　　　　　　　　　　　　　階級
　
　　区分

自

動

車

関

係

設

備

士

準中型
自動車

チ ェ ー ン ソ ー

技

能

講

習

救

助
特

別

教

育

高 所 作 業 車

危 険 物 取 扱 者 免 許 甲 種

無

線

普通自動車

救

急
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庁舎の現況
（平成31年4月1日現在）

 鉄筋コンクリート造２階建て

消防本部・消防署

構 造

敷 地 面 積

車 両 台 数

敷 地 面 積

床 面 積

建 築 年 月

職 員 数

 7,358.73㎡

1,978.15㎡

 昭和51年 7月

 70名（本部付職員を含む）

 15台

 鉄筋コンクリート造平屋建て

耶馬溪分署

構 造

車 両 台 数

 鉄筋コンクリート造２階建て

 4,686.00㎡

 988.93㎡

 平成27年 2月

 24名

 5台

敷 地 面 積

床 面 積

建 築 年 月

職 員 数

建 築 年 月

職 員 数

 3,171.75㎡

車 両 台 数

東部出張所

構 造

 567.12㎡

 昭和50年 3月

 24名

 5台

床 面 積

3-5



相互応援協定締結状況

協定名称 締結市町村名等 締結の内容 締結年月日

大分県常備消防相互応援協定 大分県下14消防本部
火災・救急・救助・
その他災害について

平成24年 3月30日

大分県防災ヘリコプター応援協定
大分県・大分県下14消防本
部

火災・救急・救助・
その他災害について

平成 9年 6月 1日

大分海上保安部と中津市消防本部
との船舶火災に関する業務協定

大分海上保安部 船舶火災について 平成17年 3月 1日

大分県内におけるドクターヘリの
運航に係る協定

大分県、福岡県 救急について 平成18年 7月 6日

福岡県田川地区消防組合、中津市
消防相互応援協定

福岡県田川地区消防組合
火災・救急・救助・
その他災害について

平成19年12月 1日

中津市、上毛町消防相互応援協定 上毛町（福岡県）
火災・救急・救助・
その他災害について

平成20年 6月10日

中津市、吉富町消防相互応援協定 吉富町（福岡県）
火災・救急・救助・
その他災害について

平成20年 7月 1日

京築広域市町村圏事務組合、中津
市消防相互応援協定

京築広域市町村圏事務組合
(福岡県)

火災・救急・救助・
その他災害について

平成20年 7月 1日

京築広域市町村圏事務組合、中津
市消防相互応援協定に基づく東九
州自動車道に関する覚書

京築広域市町村圏事務組合
(福岡県)

高速道路上での
火災・救急・救助・
その他災害について

平成27年 2月25日

高速自動車道等における消防相互
応援協定

大分県下10消防本部
高速道路上での

火災・救急・救助・
その他災害について

平成27年 3月 1日

（平成31年4月1日現在）
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Ⅳ 予防・危険物



 



予防概要

対　象　物　の　種　類 平成28年3月31日 平成29年3月31日 平成30年3月31日 平成31年3月31日

イ  劇場･映画館等 8 8 8 8

ロ  公会堂･集会場 86 86 88 89

イ  キャバレー･ナイトクラブ等

ロ  遊技場･ダンスホール 17 15 16 16

ハ  性風俗関連特殊営業を含む店舗等

二  カラオケボックス等 4 4 4 4

イ  待合･料理店 9 9 9 9

ロ  飲食店 93 87 95 98

4  百貨店･マーケット 161 155 172 169

イ  旅館･ホテル等 27 35 27 92

ロ  寄宿舎･共同住宅 844 860 893 900

イ  病院･診療所 73 74 72 70

ロ  老人短期入所施設等 46 48 47 49

ハ  老人デイサービスセンター等 77 86 92 102

二  幼稚園･特別支援学校 21 18 17 17

7  小中学校等各種学校 130 131 130 129

8  図書館・博物館・美術館 14 13 13 13

イ  蒸気浴場・熱気浴場

ロ  公衆浴場 8 8 8 8

10  車両の停車場等

11  神社・寺院・教会 55 56 55 55

イ  工場・作業場 471 472 480 462

ロ  映画スタジオ・テレビスタジオ

イ  自動車車庫･駐車場 34 33 39 39

ロ  飛行機等の格納庫

14  倉庫 400 404 417 420

15  前各項に該当しない事業場 370 382 407 414

イ  特定複合用途防火対象物 141 138 149 160

ロ  イ以外の複合用途防火対象物 89 90 91 95

16の2  地下街

16の3  準地下街

17  重要文化財 4 4 4 4

18  アーケード（50m以上） 2 2 2 2

19  市町村長の指定する山林

20  自治省令で定める舟車

3,184 3,218 3,335 3,424

16

合　　　　　　計

3

5

6

9

12

13

　管内の危険物施設の総数（平成31年3月31日現在）は、251施設で、そのうち製造所1施設、
貯蔵所146施設、取扱所104施設を有している。

防火対象物の推移

1

2

　防火対象物とは、火災予防の目的を達成するために法規制を加える必要のあるものについ

て、下表（消防法施行令別表１）のとおり種類、又は用途により１項から２０項までに分類

される。

　管内の防火対象物の総数（平成31年3月31日現在）は、3,424棟で前年の3,335棟に対して

89件の増となっている。 建築同意の件数は、前年度109件に対して今年度は96件で13件の

減となっている。
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管内地域別防火対象物の現況

中津地域 三光地域 本耶馬渓地域 耶馬溪地域 山国地域 合計

イ 劇場・映画館等 7 1 8

ロ 公会堂・集会場 56 7 8 13 5 89

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール 14 1 1 16

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において
業務を営む店舗等

4 4

イ 待合・料理店 6 3 9

ロ 飲食店 75 3 9 9 2 98

百貨店・マーケット 158 2 5 2 2 169

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 26 16 18 17 15 92

ロ 寄宿舎・共同住宅 893 3 3 1 900

イ 病院・診療所 61 3 4 2 70

ロ 老人短期入所施設等 33 10 3 1 2 49

ハ 老人デイサービスセンター等 81 7 2 8 4 102

ニ 幼稚園・特別支援学校 16 1 17

小中学校等各種学校 89 13 6 17 4 129

図書館・博物館・美術館 9 1 3 13

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場 5 1 1 1 8

車両の停車場等

神社・寺院・教会 47 1 4 2 1 55

イ 工場・作業場 351 52 12 32 15 462

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 34 2 1 1 1 39

ロ 飛行機等の格納庫

倉庫 360 28 8 18 6 420

前各号に該当しない事業場 319 17 13 56 9 414

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含
む複合用途防火対象物

148 2 3 4 3 160

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 90 1 3 1 95

地下街

準地下街

重要文化財 3 1 4

アーケード（50m以上） 2 2

市町村長の指定する山林

自治省令で定める舟車

2,887 171 99 192 75 3,424合　　　　　　　計

19

18

16

16の2

16の3

17

20

6

7

8

9

対　象　物　の　種　類

（平成31年3月31日現在）

5

14

15

1

2

3

4

10

11

12

13
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消防用設備等点検結果報告書の届出が必要な対象物
（平成31年3月31日現在）

1,000㎡ 1,000㎡
未満 以上

1 イ 劇場・映画館等 6 2 8

ロ 公会堂・集会場 79 9 88

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール 1 15 16

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ カラオケボックス等個室において業務を営む店舗等 3 1 4

イ 待合・料理店 7 2 9

ロ 飲食店 95 1 96

4 百貨店・マーケット 121 43 164

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 82 10 92

ロ 寄宿舎・共同住宅 801 89 890

イ 病院・診療所 54 15 69

ロ 老人短期入所施設等 18 31 49

ハ 老人デイサービスセンター等 93 5 98

ニ 幼稚園・特別支援学校 13 4 17

7 小中学校等各種学校 56 69 125

8 図書館・博物館・美術館 11 2 13

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場 7 1 8

10 車両の停車場等

11 神社・寺院・教会 40 5 45

イ 工場・作業場 339 119 458

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 33 6 39

ロ 飛行機等の格納庫

14 倉庫 356 54 410

15 前各号に該当しない事業場 200 74 274

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含む複合用途防火
対象物

107 24 131

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 39 7 46

地下街

準地下街

17 重要文化財 4 4

18 アーケード（50m以上） 1 1 2

19 市町村長の指定する山林

2,566 589 3,155

5

 16の3

6

9

12

13

16

 16の2

合　　　　　　　計

対　　　　象　　　　物　　　　数
対　　象　　物　　の　　種　　類

総　　数

2

3
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平成30年度

消防同意件数（計画変更を含む）
（平成30年度中）

新築 増築 改築 移転 用途変更 修繕 模様替 合計

イ 劇場・映画館等 1 1

ロ 公会堂・集会場 1 1

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において業
務を営む店舗等

イ 待合・料理店

ロ 飲食店 2 2

4 百貨店・マーケット 7 7

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの

ロ 寄宿舎・共同住宅 8 8

イ 病院・診療所 3 3

ロ 老人短期入所施設等 2 4 6

ハ 老人デイサービスセンター等 5 3 8

ニ 幼稚園・特別支援学校

7 小中学校等各種学校 5 5

8 図書館・博物館・美術館

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場

10 車両の停車場等

11 神社・寺院・教会 1 1

イ 工場・作業場 2 17 19

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 1 1

ロ 飛行機等の格納庫

14 倉庫 2 5 1 8

15 前各号に該当しない事業場 15 5 20

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含む複
合用途防火対象物

2 1 1 4

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 1 1 2

地下街

準地下街

17 重要文化財

18 アーケード（50m以上）

19 市町村長の指定する山林

51 42 3 96

9

12

13

16

16の2

16の3

合　　　　　　　計

対 象 物 の 種 類

1

2

3

5

6
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平成30年度

中高層建築物
（平成31年3月31日現在）

４階 ５階 ６階 ７階 ８階 ９階 １０階以上 計

イ 劇場・映画館等

ロ 公会堂・集会場 1 1

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール 1 1

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において業
務を営む店舗等

1 1

イ 待合・料理店

ロ 飲食店 2 2

4 百貨店・マーケット 3 1 4

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 1 5 6

ロ 寄宿舎・共同住宅 41 10 8 10 5 2 16 92

イ 病院・診療所 2 6 8

ロ 老人短期入所施設等 2 3 5

ハ 老人デイサービスセンター等 1 1

ニ 幼稚園・特別支援学校

7 小中学校等各種学校 8 8

8 図書館・博物館・美術館 1 1

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場

10 車両の停車場等

11 神社・寺院・教会

イ 工場・作業場

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 1 1

ロ 飛行機等の格納庫

14 倉庫 2 2

15 前各号に該当しない事業場 13 2 4 19

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含む複
合用途防火対象物

9 5 3 6 2 2 27

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 3 1 1 2 7

87 30 17 17 8 2 25 186

対　象　物　の　種　類

1

2

3

5

6

9

12

13

16

合　　　　　　　計
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防火管理者選任を要する対象物
（平成31年3月31日現在）

甲種防火管理者を選任し
なければならない対象物

乙種防火管理者を選任し
なければならない対象物

計

イ 劇場・映画館等 4 2 6

ロ 公会堂・集会場 48 31 79

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール 16 16

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において業
務を営む店舗等

4 4

イ 待合・料理店 6 6

ロ 飲食店 34 40 74

4 百貨店・マーケット 87 39 126

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 18 1 19

ロ 寄宿舎・共同住宅 62 62

イ 病院・診療所 28 4 32

ロ 老人短期入所施設等 38 1 39

ハ 老人デイサービスセンター等 41 6 47

ニ 幼稚園・特別支援学校 11 2 13

7 小中学校等各種学校 36 1 37

8 図書館・博物館・美術館 5 3 8

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場 4 4

10 車両の停車場等

11 神社・寺院・教会 11 7 18

イ 工場・作業場 46 46

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 1 1

ロ 飛行機等の格納庫

14 倉庫 3 1 4

15 前各号に該当しない事業場 37 15 52

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含む
複合用途防火対象物

55 10 65

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 10 10

地下街

準地下街

17 重要文化財 1 1

18 アーケード（50m以上）

19 市町村長の指定する山林

604 165 769合　　　　　　　計

9

12

13

16

16の2

16の3

対　象　物　の　種　類

1

2

3

5

6
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各種届出事務処理状況

（平成30年度中）

ボイラー等設置届出

変電設備設置届出

発電設備設置届出

蓄電池設備設置届出

ネオン管灯設備設置届出

火災とまぎらわしい煙の届出

煙火打上届出

催物開催届出

少量危険物貯蔵取扱の届出

指定可燃物貯蔵取扱の届出

液化石油ガス

毒物・劇物の届出

着工届 設置届 消防検査

非常警報設備 8 6

自動火災報知設備 61 106 80

ガス漏れ警報設備

消防機関へ通報する火災報知設備 15 20 20

漏電火災警報器 1 1

屋内消火栓設備 3 6 5

スプリンクラー設備 7 8 9

水噴霧消火設備

泡消火設備

二酸化炭素消火設備

ハロゲン化物消火設備 2 2

粉末消火設備 2 2 2

屋外消火栓設備 5 8 8

パッケージ型消火設備 3 2 2

パッケージ型自動消火設備

動力消防ポンプ設備 1 1

誘導灯 53 50

避難器具 5 7 6

消防用水 5 4

排煙設備

連結散水設備

連結送水管 2 2

非常コンセント設備 2 2

101 233 200

29

30

164

43

71

20

7

火を使用する設備等の
設置の届出

火災とまぎらわしい
行為等の届出

届  出  数

5

14

7

種　　　　　別

指定数量未満の危険物
等の貯蔵取扱の届出

圧縮アセチレンガス等
の貯蔵又は取扱の届出

消
 
防
 
用
 
設
 
備
 
等
 
届
 
出
 
状
 
況

計

警報設備

消火設備

避難設備

消火活動上
必要な施設等

消 防 用 設 備 等 の 種 類
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危険物製造所等の施設数

中津地域 三光地域
本耶馬渓
地 域

耶馬溪
地 域

山国地域 計

　製造所 1 1

　製造所 小計 1 1

　屋内貯蔵所 32 4 1 37

　屋外タンク貯蔵所 38 2 1 1 42

　屋内タンク貯蔵所 2 2

　地下タンク貯蔵所 24 6 3 3 36

　簡易タンク貯蔵所

　移動タンク貯蔵所 13 3 3 1 1 21

　屋外貯蔵所 8 8

　貯蔵所 小計 117 15 3 6 5 146

　給油取扱所 39 5 5 4 3 56

　一般取扱所 42 3 1 1 1 48

　取扱所 小計 81 8 6 5 4 104

199 23 9 11 9 251

（平成31年3月31日現在）

合　計

製
　
造
　
所

貯
　
蔵
　
所

 

取
　
扱
　
所

区

地

域
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危険物事務処理状況 (許可又は検査の数）

製

造

所

小
　
計

屋

内

貯

蔵

所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

小
　
計

給

油

取

扱

所

一

般

取

扱

所

小
　
計

合
　
計

2 3 1 6 1 1 2 8

1 1 1 1 5 11 16 18

1 3 1 5 1 1 2 7

1 1 1 1 6 12 18 20

2 1 1 4 1 1 5

1 1 1 1 4 12 16 18

12 2 14 6 4 10 24

11 11 5 4 9 20

小計

94

小計

14

火薬類消費許可申請事務処理状況

火薬消費許可申請

水圧検査

仮 使 用

水張検査

タンク検査数

設置完成

変 更 許 可

変更完成

合計

 保安監督者　

移動タンク

製造所 貯蔵所

転 出

　　　　　　　　製造所等の別

　区　分

取扱所

仮取扱

移動タンク

108

仮貯蔵・仮取扱

600ℓ以下

許可

11

転 入

設 置 許 可

（平成30年度中）

仮貯蔵

転 入

10kℓ～20kℓ600ℓ～10kℓ

21

1000kℓ～2000kℓ

62

2000kℓを超える10kℓ～1000kℓ

（平成30年度中）

3

20kℓを超える

廃 止 届

選任届

解任届

完成

2

11

申請件数

火薬類届出

総件数

15

件数

件数

届出件数

11

10kℓ以下

3 2

譲　受
25㎏超

2 4

譲　受
25㎏以下

譲　受
火工品

煙　火
消　費

譲　渡 廃　棄

2 9

保安責任者
選　　任

保安責任者
解　　任

保安責任者
選　解　任

消費年報

4
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Ⅴ 通 信 指 令



 



通信指令室の概要

　　　　　　　の作成、統計の作成等に活用する。）

　　　↓　　　援情報を指令書として出力するとともに各車両の車両運用端末装置に送信する。）

　　　↓　　　通報者の住所付近の地図が表示され、災害現場を特定する。）

　通信指令室は、最新のコンピュータや通信技術等を活用し、火災や救急などの

１１９番の受付から消防隊・救急隊への出動指令のほか、災害時の情報収集、現

場支援、関係者への連絡や市民への情報提供などの業務を行っています。

部隊管理　（車両に搭載されたＧＰＳにより各車両の位置情報や車載カメラによる災害活動

　　　↓　　　状況が指令室の大型マルチモニタに表示され、出動車両の配置を確認するなど

　　　　　　　効率的な部隊運用を行う。）

支援情報　（防火対象物、危険物施設や災害に応じた情報を指揮隊や活動隊へ情報発信し、

出動隊編成（災害の状況を元に、自動出動指定装置や出動車両運用管理装置により、災害に

　　　↓　　　対応できる最適な部隊を自動で編成する。）

　　　↓　　　災害活動の支援を行う。）

事案終了　（活動終了後、サーバーに災害事案情報が保存され、保存されたデータは報告書

出動指令　（消防署所や車両に対して出動指令を発令し、災害地点の地図、指令内容など支

通報の受付（１１９番を受付けると統合型位置情報システムにより指令台のディスプレイに

災害の決定（通報内容を確認し、火災や救急などの災害種別を決定し、１１９番受信中に関

　　　↓　　　連の消防署所に予告指令を流す。）

１１９番受付から災害活動終了までの流れ
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≪
 
１

１
９

番
件

数
 
≫

火 　 災

救 　 急

救 　 助

警 　 戒

問 合 せ

試 　 験

無 応 答

そ の 他

携 帯 電 話

I P 電 話

専 用 電 話

固 定 電 話

1月
6

30
2

26
1

41
25

7
64
2

24
7

88
16
6

14
1

71
15

3
3

4
96

2月
1

24
6

4
2

18
1

45
18

5
50
2

14
6

83
12
6

14
7

55
13

2
5

75

3月
5

24
8

1
1

18
5

10
2

35
8

58
5

16
3

82
14
6

19
4

63
15

1
4

83

4月
2

21
1

3
2

14
2

41
35

17
45
3

16
9

67
10
7

11
0

52
13

2
7

5
79

5月
5

23
6

1
2

17
0

53
26

1
49
4

17
3

69
11
4

13
8

62
10

2
3

5
82

6月
4

21
7

1
14
7

52
25

8
45
4

14
2

66
92

15
4

66
8

2
4

1
81

7月
5

29
7

1
4

16
5

45
48

17
58
2

23
0

94
10
8

15
0

81
8

3
2

4
98

8月
15

24
5

2
1

14
6

24
25

8
46
6

18
8

68
10
4

10
6

69
13

1
10

6
99

9月
16

19
9

1
1

16
8

57
27

4
47
3

16
5

64
10
8

13
6

49
8

2
7

12
78

10
月

3
24
4

2
15
2

85
26

5
51
7

16
8

86
11
4

14
9

65
17

3
5

90

11
月

2
23
9

1
15
9

89
40

8
53
8

19
9

95
11
0

13
4

68
13

1
4

86

12
月

4
27
4

2
15
1

65
31

5
53
2

20
3

87
96

14
6

71
10

1
1

7
90

合
計

68
2,
95
8

19
13

2,
02
7

69
9

36
1

93
6,
23
8

2,
19
3

94
9

1,
39
1

1,
70
5

77
2

14
3

16
44

62
1,
03
7

駆 込 み

自 己 覚 知

シ ス テ ム

緊 急 通 報

11
9番

受
信

件
数

11
9番

以
外

出
動

件
数

通
　
報
　
種
　
別

合 　 計

合 　 計

左
記

の
11

9番
内

訳

一 　 般

警 察 直 通

種 別

月
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（平成30年中）

本体やペンダントのボタンを押すことで、24時間体制の通信指令室に自動的に通報できるシス

　管内に居住する65歳以上の一人暮らしの高齢者宅を中心に750台（平成31年3月31日現在）を

設置し、緊急事態の迅速な対応、高齢者などの精神的不安の解消に努めています。

（平成30年中）

24 112

119 626

5 12 11 1 5 20 18 72

92

11 9 2 15 27 17

198 99562 149 114 9 177 286

24 94

9 4 5 28 32 13

8 12 4 1

合計

112 173

5 20 15 13 35

19 26

中津地域

三光地区

耶馬溪地域

35 101 79 7

本耶馬溪地域

山国地域

995

　　　　区分

地域別
火災 救急 試験 間違い 相談 電池切れ

149 114 9 177 286 19862

停電 復電 合計

合計

91

緊急通報システムの地域別受信件数

88

14 6 15 31 22

75

19 16 3 15 17 14 89

10 6 1 12 21 13

10 14 27 21 91

9 10 9 35 28

5

4

7

23

58

14 9 8 10 7 49

17 6 7 12 11

95

13

22 109

8

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

6月

4

6

12

5

5

1

8 13 6

相談 電池切れ 停電 復電 合計
　   区分

 月

4

5

4 11 9

22 103

9 12 1 26 34

テムです。

緊急通報システムの月別受信件数

57

10

※　間違い・・・・誤ってボタンを押すなどの操作ミスや子供のいたずらなど。

　　電池切れ・・・通報装置のコンセントの外れ、ペンダント送信機の電池切れ。

緊急通報システム設置状況

火災 救急 試験 間違い

　このシステムは、一人暮らし高齢者などのお宅に緊急通報装置を設置し、緊急時に通報装置

3月

4月

5月

2 25 32

27 15 89

14 11
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本部
本署

耶馬溪
分　署

東　部
出張所 備　　　考

指令装置

（1）指令台 3

（2）自動出動指定装置 3

（3）地図等検索装置 3

（4）長時間録音装置 1 録音時間 約30,000時間

（5）指令制御装置 1 全ての通信回線を収容・制御し、指令機能を実現する装置

（6）非常用指令設備 1 システム障害時のバックアップ設備

（7）署所端末装置 1 1 1 各署所にて出動指令を受信し、署所内に連絡する端末装置

表示盤

（1）車両運用表示盤 1 指令台と連動し、各出動車両の運用状況を一覧表示

（2）支援情報表示盤 1 気象・警報の発令等情報を表示(70型液晶自立型)

（3）多目的表示盤 1 各種情報を切替えて表示 (46インチ×4面マルチ)

無線統制台 1 消防・救急無線交信を集中制御する操作台

指令伝送装置

（1）指令情報発信装置 1

（2）指令情報出力装置 1 1 2

（3）液晶ディスプレイ 1 1 2

（4）液晶モニタ 1 1 1 指令情報を表示(40型液晶)

気象情報装置 1 1 気象データの収集・管理

災害情報等自動案内装置 1 災害状況案内メッセージを自動録音し、市民へ情報提供を行う

順次指令装置 1 指令に連動して、予め登録した関係先へメッセージを通知

音声合成装置 1 音声を自動合成し、指令放送、順次指令、災害案内等で活用

出動車両運用管理装置

（1）管理装置 2 ＧＰＳにより、リアルタイムで車両の位置・活動状況の把握

（2）車両運用端末装置 10 5 3 災害地点地図や指令内容の表示、水利等の支援情報も表示

システム監視装置 1 システムの稼働状況や障害等の管理

電源装置

（1）無停電電源装置 1 1 1 本部(15KVA)、署所(2KVA)

（2）直流電源装置 1 (48V系)100A 300AH

（3）非常用発動発電機 1 1 1 本部(60KVA)、署所(10KVA)

統合型位置情報システム 1 119通報の発信地情報を照会し、住所・氏名等を特定

支援情報システム

（1）情報管理装置 1

（2）支援情報端末装置 19 3 3

庁舎監視カメラ 3 2 2 各署所の庁舎状況を指令室にて24時間監視

望楼カメラ 1 30倍光学ズームと12倍デジタルズーム　計360倍ズーム

現場映像伝送装置

（1）映像配信サーバ 1

（2）映像受信装置・分配器 1

（3）車上カメラ 2 1 2

（4）タブレットカメラ 1

駆込み通報装置 1 1 1 各署所の玄関に設置し、直接市民が指令室と通話する装置

液晶モニタ 1 災害情報収集用(55型液晶)

災害情報メール配信システム 1 関係者へメールによる災害情報の配信、非番招集などを行う。

サイレン吹鳴接続装置 1 火災時などに、市民や消防団に対して災害発生を伝達

指

令

シ

ス

テ

ム

設

備

指令システム主要設備

　　　　　　　　　　　　署所別

 区分

車両に搭載されたカメラやタブレットカメラで撮影された映像
を、携帯電話網を利用したシステムにより指令室に伝送して、指
令室の表示盤で災害現場の状況を把握し、活動の指揮支援などに
活用

119番受付時、指令台から送られてきた情報を、各署所に設置し
ている指令情報出力装置に送信し、災害地点地図などが記載され
た出動指令書を出力する。

防火対象物・危険物施設の台帳管理、各種統計処理や消防・救急
等の活動報告書の作成などを総合的にサポートするシステム

119番からの災害通報を受付け、発信地表示システムとの連携に
より災害地点付近地図を瞬時に表示し、出向中の車両を含め、災
害種別・規模に応じた出動部隊を自動編成し、迅速な出動指令を
行う。
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Ⅵ 火 災



 



火災概要

火災損害状況

計

建
　
　
　
物

林
　
　
　
野

車
　
　
　
両

船
　
　
　
舶

そ
　
の
　
他

焼
損
床
面
積
（

㎡
）

焼
損
表
面
積
（

㎡
）

平成30年 37 16 3 18 1,401 284 16.0 75,043

平成29年 38 18 1 1 18 718 718 110.0 21,967

増　減 △1 △2 2 △１ 683 △434 △94 53,076

  平成30年中の管内の火災件数は37件で、前年の38件に比べ1件減少しています。
  「建物火災」が16件で前年に比べ2件の減少。「林野火災」が3件で前年に比べ2件の
増加。「車両火災」が0件で前年に比べ1件の減少。ごみなどが焼損した「その他の火
災」が前年と同数の18件となっています。
　「船舶火災」は発生していません。

損
害
額
 
（
千
円
）

出　火　件　数

区
　
分

  平成30年中の火災により総損害額は75,043千円で、昨年より53,076千円増となって
おり、建物火災が損害額の96.4％を占めています。

  出火に至った主な原因は「火入れ」が10件で1位、「タバコ」、「放火・放火の疑
い」が3件で2位。次いで「火遊び」、「溶接機・切断機」、「電気装置」、「電気機
器」、「炉」、「ストーブ」、「たき火」、「電灯・電話等の配線」が1件で3位と
なっています。

  建物焼損床面積は1,401㎡で、前年の718㎡と比較して683㎡（95％）増加し、建物焼
損表面積は284㎡で、前年の718㎡と比較して434㎡（60％）減少しています。また、林
野焼損面積においては16.0aで、前年の110.0aと比較し、94.0a減少となっています。

焼損面積

出火原因状況

 【 前年との比較 】

林
野
焼
損
面
積
（

ａ
）

建物焼損面積
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年
次
別
火
災
統
計

火
災
件
数

焼
損
棟
数

建
物

林
野

車
両

船
舶

そ
の
他

損
害
額

建
林

車
船

そ
全

半
部

ぼ
損
害
額

面
損

台
損

損
損

合
死

合
合

建
収

害
害

害
害

の
分

容
計

積
額

数
額

額
額

計
者

計
計

物
物

物
野

両
舶

他
焼

焼
焼

や
（
㎡
）

（
㎡
）

(千
円
)

(千
円
)

(千
円
)

(ａ
)

(千
円
)

(台
)

(千
円
)

(千
円
)
(千

円
)

(千
円
)

(人
)

26
4

3
12

45
8

2
2
20

32
1,
36
8

3
75
,3
62

10
,1
84

85
,5
46

1,
01
6.
0
4,
29
6

4
15
7

2
90
,0
01

18
8

1
15

42
9

3
10

7
29

1,
10
5

13
4

32
,6
35

11
,2
69

43
,9
04

48
.5

2
65

43
,9
69

2

24
14

2
12

53
9

9
7
11

36
2,
26
8

52
0
31
9,
32
1

50
,4
60

37
0,
01
6

66
6.
2
2,
09
4

2
14
2

16
37
2,
26
8

1

20
6

13
39

4
8
10

22
1,
95
2

20
6

37
,9
14

17
,5
91

55
,5
05

30
.1

76
15
6

55
,7
37

31
1

6
26

64
16

4
7
16

43
1,
32
2

34
46
,6
76

14
,6
54

61
,3
30

14
.0

77
3

7
9,
02
0

59
71
,1
82

14
5

18
37

6
1
10

9
26

84
2

28
38
,1
42

6,
16
1

44
,3
03

5
1,
47
3

2
45
,7
78

3

12
3

9
24

4
1

3
9
17

39
1

20
6,
12
7

2,
38
3

8,
51
0

3
14
2

3
8,
65
5

3

15
1

2
10

28
6

1
5

8
20

65
3

9
13
,6
97

7,
84
9

21
,5
46

0.
1

4
77
6

48
22
,3
70

18
1

1
18

38
7

5
12

24
71
8

71
8

14
,7
99

6,
33
7

21
,1
36

11
0.
0

57
8

1
10
0

15
3

21
,9
67

16
3

18
37

13
3

7
6
29

1,
40
1

28
5

64
,7
12

7,
62
2

72
,3
34

16
.0

2
73
4

1,
97
5

75
,0
43

平
成
24
年

焼
損
面
積

焼 損 床 面 積

焼 損 表 面 積

　 　 　
年

平
成
23
年

平
成
22
年

平
成
21
年

平
成
30
年

平
成
29
年

平
成
26
年

平
成
28
年

平
成
25
年

平
成
27
年

区
分
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出火原因

1

電気装置

ストーブ

たき火

火戸

放火・放火の疑い

火あそび

電灯・電話等の配線

2

件　数 件　数
順位

1

1

1

5

順位

110

3

3

1

1

1

1

1

平成 ３０ 年

原　　因

火入れ

タバコ

平成 ２９ 年

8

3

月

38

溶接機・切断機

電気機器

5－

37

1

12

取灰

その他

－ その他

合　　計

車
両
（

台
）

不明・調査中 8

4

－

耶
馬
溪
地
域

山

国

地

域

件
　
数

林
野
（

ａ
）

表
面
積

地　　　域

中

津

地

域

三

光

地

域

本
耶
馬
渓
地
域

5

床
面
積

建物（㎡）

359 67

2

18

１１月

１２月

計

4

2

2

1

1

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１月

２月

３月

４月

3

1

1

1

2 1 4

1 2

1 1

1 2

3 37 285 16

2

1,401

1

2

164

1

1 3 2 2 11

2 1

75,043

月別火災発生件数

31,992

4,709

7,608

80

16,209

8,742

2,583

1

6 4 6

1 3

2

3

6

－

2

原　　因

火入れ

電灯・電話等の配線

こんろ

電気機器

ストーブ

排気管

たき火

灯火

1

2

2

（平成30年中）

焼損面積

不明・調査中

合　　計

損害額
（千円）

2

1

1

1

3

3,120

1

3

106

110

132

462

12

232

54

1
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地
域

別
の

火
災

発
生

状
況

及
び

被
災

状
況

罹 災

計
人 員

死
　
者

14

計
14

耶
馬

溪
地

域

山
国

地
域

中
津

地
域

三
光

地
域

本
耶

馬
渓

地
域

耶
馬

溪
地

域

山
国

地
域

建
 物

林
　
野

車
　
両

中
津

地
域

三
光

地
域

本
耶

馬
渓

地
域

面
積

（
ａ
）

床
面
積

表
面
積

建
　
物

（
平
成
３
０
年
中
）

（
平
成
３
０
年
中
）

18

収
容
物

計
計

2

死
 傷

 者

7 3
6 4

5
2

1
4

2
16

1

3

11 1 2 1

37

合
計

損
害

額
（

千
円

）負
傷
者

2

 地
域

 地
域

火
　
　
災
　
　
種
　
　
別

焼
　
　
損
　
　
棟
　
　
数

計
(千

円
)

焼
　
　
損
　
　
程
　
　
度

2
73
4

1,
97
5

19
3

2

3

計
1,
40
1

28
5

64
,7
12

7,
62
2

72
,3
34

16

15
9

35
6

13
0

72
2

5,
14
7

29
,3
56 42
4

6885

38
8

5,
01
7

28
,6
34

30
9

損
害
額
(千

円
)

面
積
（
㎡
）

建
　
　
　
物

12
6

93
9

6

1

6

5

182

3
0

7

2

1312
3 11 5

3 3

8

損
害
額

(千
円
)

台
数

（
台

）
損
害
額

(千
円
)

損
害
額

(千
円
)

件
数

 損
害
額

(千
円
)

8 そ
の
他

1

32
5

63
38
8

1
68

15 1

58
4

1

75
,0
43

37
,3
19

5,
73
1

31
,1
80 42
5

1,
82
4

15
0

林
 野

爆
  
発

部
分
焼

半
 焼

全
 焼

そ
の
他

小
 損

車
 両

半
 損

15
0

37
,0
19

6,
63
9

30
,3
80

ぼ
 や 6

2

全
 損

爆
 発

3
29

6

1

区
分

区
分
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時間帯別出火件数  

時間帯 件数 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

0-2 2 1 1

2-4 1 1

4-6 1 1

6-8

8-10 1 1

10-12 6 1 4 1

12-14 4 2 1 1

14-16 8 1 1 1 1 3 1

16-18 3 1 1 1

18-20 3 1 1 1

20-22 3 1 1 1

22-24 3 2 1

不明 2 1 1

37 5 2 3 3 4 2 1 11 1 2 1 2

曜日別出火件数  

曜日 件数 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

日 8 1 1 1 1 3 1

月 8 2 1 1 1 3

火 6 2 1 1 1 1

水 3 1 1 1

木 4 1 1 2

金 2 1 1

土 5 2 1 1 1

不明 1 1

37 5 2 3 3 4 2 1 11 1 2 1 2

（平成３０年中）

（平成３０年中）
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Ⅶ 救 急



 



21

2,146

318

20

2,217

救急概要

　平成30年中における救急出動件数は3,894件で、前年より35件減少しています。
搬送人員は3,617人で前年より40人減少しており、約2.4時間に1人の割合で搬送して
います。
　事故種別でみると、最も多いのが急病事故の2,229件で、全出動の約57％を占め、
次に転院搬送の729件、急病と転院搬送を合わせると全体の約76％を占めています。
また、救急搬送人員の年齢別では、65歳以上の高齢者が約64％と半数以上を占めて
います。
　当消防本部では、医療機関との連携、一般市民に対する応急手当の普及を図り、
一層の救命率の向上に努めています。

事故種別出動件数

事
　
故
　
種
　
別

火 災

自 然 災 害

水 難

642

1

1

平成29年

4

617

1

16

1

2

282

21

平成26年

3

5

19

平成27年

1

25

22

471

22

2

2

317

30

17

573

19

17

平成28年

急 病

661

交 通

労 働 災 害

運 動 競 技

一 般 負 傷

326

21

27

480

22

2,099

加 害

自 損 行 為

搬 送 人 員

出 動 件 数

（平成30年度中）

21

3,684

3,472

311

3,431

3,705

各種救急講習会受講者数

270不 搬 送

そ
の
他

転 院 搬 送

医 師 搬 送

資器材搬送

そ の 他 32

304

3,657

3,929

713

2

3,937

上級・普通救命講習

救 急 法 の 講 習

合　　計

54回
(994人)

本　　署

36回
(767人)

62回
(1,923人)

分　　署

11回
(94人)

18回
(631人)

出張所

7回
(133人)

29回
(581人)

109回
(3,135人)

3,894

平成30年

2

2

1

281

31

26

514

15

25

322

3,649

4

38

2,229

729

2

24

310

3,617

600

23

20

2,324

年別
種別

所属
種別
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火
　
　
災

自
然
災
害

水
　
　
難

交
　
　
通

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

加
　
　
害

自
損
行
為

急
　
　
病

そ
の
他

計

中 津 地 域 1 223 22 17 403 15 30 1,746 702 3,159

三 光 地 域 24 1 3 39 3 141 14 225

本耶馬渓地域 1 8 2 4 18 2 106 2 143

耶 馬 溪地域 2 1 13 3 2 39 152 16 228

山 国 地 域 9 3 15 3 83 21 134

その他の地域 4 1 5

計 2 2 1 281 31 26 514 15 38 2,229 755 3,894

（平成30年中）

過去10ヶ年救急出動件数の推移状況

地域別救急出動件数

3,392

3,547 3,572
3,686

3,757
3,684 3,705

3,937 3,929 3,894

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

平
成
２
１
年

平
成
２
２
年

平
成
２
３
年

平
成
２
４
年

平
成
２
５
年

平
成
２
６
年

平
成
２
７
年

平
成
２
８
年

平
成
２
９
年

平
成
３
０
年

件数

事故種別

地 域
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救急出動件数

種  別 件  数

火  災 2

自然災害 2

水　難 1

交  通 281

労働災害 31

運動競技 26

一般負傷 514

加  害 15

自損行為 38

急  病 2,229

その他 755

合  計 3,894

救急搬送人員

種  別 人  員

火  災 1

自然災害

水　難 1

交  通 286

労働災害 29

運動競技 25

一般負傷 485

加  害 13

自損行為 26

急  病 2,023

その他 728

合  計 3,617

（平成30年中）

（平成30年中）

火 災

0.05%

水 難

0.03%

交 通

7.22%

労働災害

0.80%

運動競技

0.67%

一般負傷

13.20%
加 害

0.39%

自損行為

0.98%

急 病

57.24%

その他

19.39%

100％
3,894件

0.0%

水 難

0.03%

交 通

7.91%

労働災害

0.80%

運動競技

0.69%

一般負傷

13.41% 加 害

0.36%

自損行為

0.72%

急 病

55.93%

その他

20.13%

100％
3,617人

火災
0.05%
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月別出動件数

     種別

 月
火災

自然
災害

水難 交通
労働
災害

運動
競技

一般
負傷

加害
自損
行為

急病 その他 計

1月 1 23 3 44 4 247 69 391

2月 19 2 50 5 184 58 318

3月 24 2 39 1 4 182 66 318

4月 2 24 2 3 40 2 1 154 49 277

5月 27 2 2 43 1 3 172 61 311

6月 20 2 2 33 1 1 169 66 294

7月 26 3 4 34 2 3 236 80 388

8月 1 1 18 6 46 1 7 190 62 332

9月 25 4 8 29 2 2 145 49 264

10月 28 2 55 3 178 64 330

11月 23 3 4 41 2 3 176 65 317

12月 24 2 1 60 3 2 196 66 354

計 2 2 1 281 31 26 514 15 38 2,229 755 3,894

     種別

 時間帯
火災

自然
災害

水難 交通
労働
災害

運動
競技

一般
負傷

加害
自損
行為

急病 その他 計

0～2 4 17 1 134 16 172

2～4 1 2 13 2 2 87 10 117

4～6 4 15 1 3 86 4 113

6～8 34 1 37 3 2 159 6 242

8～10 46 5 85 8 245 113 502

10～12 30 3 5 42 1 1 258 189 529

12～14 31 5 7 54 3 198 129 427

14～16 1 35 9 6 60 1 5 228 104 449

16～18 42 4 5 57 2 4 230 89 433

18～20 30 1 1 41 1 4 224 45 347

20～22 18 1 2 54 1 1 205 27 309

22～24 1 7 2 39 3 4 175 23 254

計 2 2 1 281 31 26 514 15 38 2,229 755 3,894

（平成30年中）

時間帯別出動件数
（平成30年中）
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曜日別出動件数

141 17 23 62 9

2

2

1

281

31

26

514

15

38

2,229

729

2

24

3,894

1 1 1 9

6

1 1

13 1

94 35 10 4 40 4

12 6 1 13

5

1

1 1 1 1

10 75 8 2

10

23

2,042

104

12

2,889

1

2

23

1

619

753

加 害

自損行為

急 病

転院搬送

医師搬送

資機材搬送

その他

そ
の
他

計

計

（平成30年中）

火 災

自然災害

水 難

交通事故

労働災害

運動競技

一般負傷

1

186

30

22

459

1

　　　　  曜日

 種別

覚知別出動件数

119 加入電話 警察電話 駆け込み 自己覚知 緊急通報 その他

土 日 計

火 災

自然災害

水 難

1

月
　　　　  曜日

 種別
火 水 木 金

急 病

転 院

そ の 他

1

42

4

交通事故

労働災害

運動競技

一般負傷

加 害

自損行為

3

570

1

2

2

60

2

9

339

108

7 3 5 7

5 5 5 5

528

1 4

49 29 36 43 46 36

64 68 80 79 83 80

1 1 4 1 8 9

6 3

1 1 2 6 3

129 103 138 108 84 59

314 310 298 300 316 352

571 571 549 555 550

1 6 4 4 5 3

計

比率

（平成30年中）

3,894

14.6% 14.7% 13.6% 14.7% 14.1% 14.3% 14.1% 100%

514

15

38

2,229

729

26

2

2

1

281

31

26
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年齢別搬送人員

傷病程度別搬送人員

医療機関別搬送人員

自損
行為

急病 その他 計

（平成30年中）

（平成30年中）

19 21

計その他急病加害
自損
行為

　　　　種別

　傷病程度

火災
自然
災害

水難 交通

労働
災害

運動
競技

一般
負傷

運動
競技

一般
負傷

加害
労働
災害

火災

1

　　　　種別

　年齢区分

新 生 児

自然
災害

水難 交通

1

105 2119

10

15712

122

20 533 178 1,020

90 10 364 1 6 1,321

63 730 12

154 19 12

503 2,297

乳 幼 児

少 年

成 人

高 齢 者 1

91121

計 1

1

1 286 29 25 485 13 26 2,023 728 3,617

死 亡 2 4 4

重 症

中 等 症

軽 症

そ の 他

計

1

2

154

34

20 8 2 70 2 9 223 228

1 110 12 13 268 2 9 1,300 483

7 10 143 9 4 466 17

46

562

2,199

810

1 1 286 29 3,617

公　立 公　的

25 485 13 26 2,023 728

私　的
病　院

258

管外

国　立
　　　　　　　機関別

　区分

救急告示
管内

管外

管内

4

管内

管外

その他

計

83

2,941

422

175

79

3,617

76

7

83 88

私　的
診療所

その他の場所
（ヘリポート等）

1,347 1,593 1

1,986 100 1

78 97

84

88 315 2 1

8 4 57 2 1

1,359

3,116

501

（平成30年中）

計（人）

1,347 1,671 98

12
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秒

秒42分8

8 分 48 秒

8 分 48

8 分 18 秒

3分未満 3～5分 5～9分 10～19分

2,229

281

514

870

3,894

100

847

38

7

15

15

75

秒24分7

36 分 36 秒

39

病院収容
平均時間

35 分 48 秒

35 分 42 秒

分 0 秒
262 202 185

11 285 35154

174

10分未満 120分以上

3

1

うち管外うち管外 うち管外 うち管外 うち管外

8 101 151 26

現場到着までの所要時間 （覚知から現場到着まで）

（平成30年中）
　　　　　時間

 種別

10分以上
20分未満

20分以上
30分未満

30分以上
60分未満

60分以上
120分未満

（平成30年中）

計
現場到着
平均時間

急 病

交通事故

一般負傷

そ の 他

計 87

20分以上

164

1,404 560

62

125

　　　　　時間

 種別

医療機関収容までの所要時間

38

10

6

33 194

42

うち管外

47

195

478 2,407

522

317

うち管外

急 病
11 105 41 158

計

2,02366 693 1,143 118

計

10 7 17
交通事故

一般負傷

そ の 他

12 9 21

286

485

823

3,617

2 23 245 231 501

1 12 118 174 305

3259 1,210 1,781 364
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12.5%

そ の 他 1,624 181 359 564 2,728 70.1%

聴 診 器 373 38 34 42 487

7 9 59 1.5%

ＳＰＯ２ 1,881 261 448 762 3,352 86.1%

人工呼吸 39 4

2.2%

血圧測定 1,851 260 449 735 3,295 84.6%

被 覆 5 16 50 13 84

3 8 12 78

3.3%

保 温 155 13 26 53 247 6.3%

気道確保 92 5 10 21 128

29 5 48

応
急
処
置
項
目

1.2%

2,229 281 514 870

57 364 9.3%

心 電 図 1,301

2.0%

酸素吸入 387 21 30 221 659 16.9%

心肺蘇生 55

81 176 331 1,889 48.5%

救急隊員が行った応急処置
（平成30年中）

　　　　　　　　種別

　区分

急　病 交通事故 一般負傷 その他 計 割　合

固 定 44 116 147

搬送人員 3,894 －

止 血 5 9
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Ⅷ 救 助 ・ 指 導



 



火

 
 
災

交

通

事

故

水

難

事

故

風

水

害

機

械

に

よ

る

事

故

建

物

に

よ

る

事

故

ガ

ス

及

び

酸

欠

事

故

爆

発

事

故

そ
の
他
の
事
故

合

計

平

成

29

年

増

減

出動件数 30 1 1 1 7 8 48 36 △12

活動件数 21 1 1 1 6 6 36 24 △12

救助人員 27 6 1 3 6 43 22 △21

出動人員 340 17 19 14 45 80 515 367 △148

活動人員 226 17 19 14 35 47 358 232 △126

救助概要

（平成30年中）

   平成30年中の救助出動件数は48件で、交通事故が30件と最も多く、全体の約65％を占

 めており、次いでその他の事故が8件（約20％）となっています。

 　また、救助人員については43名です。

　 救助活動に従事する隊員には強靭な体力、不屈の精神力と合わせて災害現場において

 救助資機材を有効に活用するための高度な技術や知識が要求されます。そのため救助隊

 員は、日夜たゆまぬ努力と厳しい訓練をくり返し、住民の生命身体の安全確保に努めて

 います。

事故種別

区 分
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月別救助出動件数

地域別救助出動件数

     種別

 月別

1月

2月

3月

4月

5月

山 国 地 域

12月

計

6月

7月

8月

9月

10月

11月

13 1

7 8 48

5

1 4

1 2

30 1 1 1

1

2 3 5

1 65

3 1 4

21 1

1 1 2

2 31

2 2

53 1 1

3 3

2 1 85

計

1 2

火
　
　
災

交
通
事
故

水
難
事
故

風

水

害

6

建
物
に
よ
る

事
　
故

ガ
ス
及
び

酸
欠
事
故

爆
発
事
故

そ
の
他
の

事
　
故

機
械
に
よ
る

事
　
故

ガ
ス
及
び

酸
欠
事
故

爆
発
事
故

そ
の
他
の

事
　
故

計

中 津 地 域

三 光 地 域

本耶馬渓地域

耶 馬溪 地域

（平成30年中）

機
械
に
よ
る

事
　
故

3

建
物
に
よ
る

事
　
故

1

     　　　　種別

 地域

火
　
　
災

交
通
事
故

水
難
事
故

風

水

害

そ の他 地域

1

7

計

20

30 1 1 1

2 4

1

2

48

（平成30年中）

7 8

32

6

5
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発生場所別救助活動状況

高

速

道

路

そ

の

他

の

道

路

内

水

面

外

水

面

出動件数 8 1 26 1 1 10 1 48

活動件数 7 1 20 1 1 6 1 37

救助人員 2 1 23 1 14 1 42

訓練等指導状況

 計
（回）

（人）

193 （回）

14,385 （人）

8 （回）

33 （人）

35 （回）

1,575 （人）

15 （回）

2,611 （人）
地     震     体    験

26 7
職   　場     体    験

6

67
見                  学

1

31 1

　　　　　　　　　　　　　　　　所属

 区分

本　署
耶馬溪
分　署

1,493

防     火    訓     練
10,133 1,628

2

15

東　部
出張所

3

2,624

（平成30年中）

そ

の

他

合

計

地

下

山

岳

32

　　　　　場所

 区分

屋　内 屋　　　外

住

居

そ

の

他

の

屋

内

道　路 水　面

37

（平成30年度中）

そ

の

他

の

屋

外

乗車体験ができる
「ミニ消防車」

4

2,457 46 108

10

124
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ひとつずつ 

いいね！で確認 

火の用心 

2019年度全国統一防火標語 


